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序　文

発育性股関節形成不全（Developmental Dyspla-
sia of the Hip：以下，DDH）のうち乳児の股関節
脱臼・亜脱臼は，1970 年代前半までは発症率が 3％
と非常に高率だったが，石田らが提唱したコアラ
抱っこなどの育児指導が普及したことで，その後
の発症率が 0.2〜0.3％まで減少した2）．この事実
から，出生後では横抱きなどの股関節伸展位の強
制や向き癖などが，脱臼発生に大きく関与してい
ると考えられる（図 1）3）．

一方，発症率が低下した近年では，母親が
DDH を意識する機会が減り，適切な育児指導を
受けていないために出産後に股関節の脱臼を生じ
てしまう児や診断が遅延する児が散見される7）．
DDH の予防法の一つに「コアラ抱っこ」がある
が，その認識率は低いのが現状である1）．我々は

2016 年 4 月より札幌市保健所の協力を得て，初
妊婦へ配布するパンフレット資料に股関節脱臼の
ページを追加し（図 2），さらに新生児保健師訪問
時にコアラ抱っこや向き癖矯正，開排ストレッチ
の指導を徹底するなど，DDH 予防法の啓蒙活動
を開始している．本研究の目的は，啓蒙活動前後
での DDH に関する保護者（主に母親）の認知度

Key words： developmental dysplasia of the hip（発育性股関節形成不全），educational activity（啓蒙活動），prevention 
law（予防法），public awareness（一般認知）

連絡先： 〒 060-8638　北海道札幌市北区北 15 条西 7 丁目　北海道大学大学院医学研究院 整形外科学教室　髙橋大介　 
 電話（011）706-5935  　

受付日：2018 年 2 月 23 日

DDH 予防法の啓蒙活動による一般認知度向上効果
─歩行開始後の診断遅延例ゼロ社会を目指して─

北海道大学大学院医学研究院 整形外科学教室

髙　橋　大　介・入　江　　　徹・浅　野　　　毅 
新　井　隆　太・岩　崎　倫　政

要　旨　【目的】近年，発育性股関節形成不全（以下，DDH）診断遅延例の増加が問題となっている．
その背景の一つに DDH の一般認知度の低下がある．2016 年 4 月より札幌市保健所の協力を得て，
新生児訪問時の生活指導などで DDH 予防法の啓蒙活動を行ってきた．本研究の目的は啓蒙活動前
後での DDH の一般認知度の変化を調査することである．【方法】2015 年 9 月（啓蒙前）と 2016 年 9
月（啓蒙後）の 4 か月健診受診児の保護者を対象にアンケート調査を行った．【結果】「コアラ抱っこ
が股関節に良い」と回答していた保護者は啓蒙前 376 名（37.8％）から啓蒙後 568 名（53.3％）と有意に
増加した．また，「保健センター教室や訪問・パンフレット」を情報源と回答したのが啓蒙前 7.5％
から啓蒙後 30.2％と著明に増加した．【結語】啓蒙活動後に保健師訪問などで知識を得ている保護者
が急増しており，全体の認知度の向上につながった．

図 1．DDH 予防の育児法（石田3）から抜粋）
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健康診査対象者（9 月受診予定）へ健診の案内にア
ンケート調査票（個人情報記載欄なし）を同封し自
宅へ郵送した，②保護者が自宅で記入後に健診日
当日に調査票を持参し，各健診会場の受付で回収
した，③全 10 区の保健センターで回収した調査
票を札幌市保健所健康企画課経由で筆者に郵送し
た．主な調査項目は，DDH に関する知識や予防
法に関する知識・実施などとした（図 3）．主たる
回答者として母親を想定した内容だが，他の保護
者でも回答可能とした．

結　果

配布数・回答者数は，それぞれ活動前（2015 年
9 月）が 1223 名中 998 名（回答率 81.6％），活動後

（2016 年 9 月）2015 年が 1241 名中 1067 名（回答率
86.0％）であった．（1）「股関節が生後にも脱臼す
る可能性がある」ことを知っていたのが，啓蒙前
501 名（50.2％）から啓蒙後 641 名（60.2％）と有意
に改善していた（図 4-a）．（2）「コアラ抱っこが

（以下，一般認知度）の変化を調査することである．

対象・方法

対象は，啓蒙活動前（2015 年 9 月 1 日〜9 月 30
日）と啓蒙活動後（2016 年 9 月 1 日〜9 月 30 日）の
4 か月児健康診査（以下，健診）を受診予定児の保
護者とした．方法は，①札幌保健所から 4 か月児

図 2．札幌市で初産婦配布している育児本
2016 年 4 月より股関節脱臼の項目を追加した

図 3．アンケート調査票
DDH に関する簡単な質問による調査を行った．
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股 関 節 に 良 い 」も 376 名（37.8 ％）か ら 568 名
（53.3％）と有意に改善していた（図 5-a）．「これら
の情報を何で知ったか？」には，「保健センター教
室や訪問・パンフレット」が啓蒙前（1）8.2％，（2）
7.5％から啓蒙後（1）25.4％，（2）30.2％と著明に増
加していた（図 4-b, 5-b）．生後 8 週間までの「コ
アラ抱っこ」開始は，518 名（53.5％）から 606 名

（58.6％）と軽度改善していた（図 6）．

考　察

DDH は適切な時期にリーメンビューゲル装具
による治療を開始すれば多くの症例で整復が得ら
れる6）．一方で，生後 6 か月を過ぎると整復率は
著しく低下する1）．生後 6 か月以降の診断例では
入院による牽引治療や手術治療が必要となること

が多く，その後の経過も不良となる可能性が高
い．また，歩行開始後の診断遅延例などで生後 1
歳 6 か月以降に整復した症例は，それ以前に整復
した症例に比べて整復後 4 年時点での寛骨臼の発
育が優位に不良であると報告されている5）．さま
ざまな報告から早期発見・早期治療（育児指導の
介入）が非常に重要であることは変わらぬ事実で
ある．

本研究結果から啓蒙前の調査では，「コアラ
抱っこが股関節に良い」と認識していた母親は
37.8 ％ の み で あ っ た が，1 年 間 の 啓 蒙 活 動 で
53.3％まで向上した．川崎4）も出産後の母親 150
人にアンケート調査を行い，抱っこひもを用いた
横抱きを悪いと認識していたのが 21％のみで
あったと報告しており，保護者への教育・啓蒙活

図 4．生後脱臼の可能性に関する知識
a：「股関節が生後にも脱臼する可能性がある」ことを知っている，と回答した割合（＊＊ p＜0.0001）
b：この知識を最初に得た方法

a b

図 5．コアラ抱っこに関する知識
a：「コアラ抱っこが股関節に良い」ことを知っている，と回答した割合（＊＊ p＜0.0001）
b：この知識を最初に得た方法

a b



日本小児整形外科学会雑誌 Vol. 27, No. 1, 2018　125

DDH 予防法の啓蒙活動による一般認知度向上効果─歩行開始後の診断遅延例ゼロ社会を目指して─

決にならないことは明らかであり，より多方向か
らの試みが必要となる．日本整形外科学会・日本
小児整形外科学会は股関節一次健診の精度向上を
目的として「乳児股関節健診推奨項目と二次検診
への紹介」を作成し，2015 年 12 月から全国の乳
児健診で使用開始している．今後は各自治体の健
診での『推奨項目』の使用を徹底するように指導し
ていく必要がある．保護者の知識のみならず，健
診医の意識を変えることが診断遅延例を一人でも
減らすために必須と考える．

結　語

DDH 予防法の啓蒙活動開始後 1 年間で一般認
知度が向上した．保健師の訪問指導やパンフレッ
トなどで受動的に知識を得ている方が著明に増加
しており，これが全体の認知度の底上げにつな
がったと考えられた．一方で，「コアラ抱っこ」の
開始時期が遅いことに関しては今後の課題と考え
た．この調査研究・啓蒙活動が，将来的な DDH
診断遅延例ゼロ社会実現への一助となることを期
待する．
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